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株 主 各 位

大阪市北区豊崎五丁目４番９号

ｅ Ｂ Ａ Ｓ Ｅ 株 式 会 社
代表取締役社長 常 包 浩 司

　

第18回定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。

さて、当社第18回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよう

ご通知申しあげます。当日ご出席の際は、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください

ますようお願い申しあげます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができますので、お手数

ながら後記の「株主総会参考書類」をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に議案に

対する賛否をご表示いただき、2019年６月21日（金曜日）午後６時30分までに到着するよう、ご

返送いただきたくお願い申しあげます。

敬 具

記

１．日 時 2019年６月24日（月曜日）午後１時 (受付開始：午後０時30分)

２．場 所 大阪市北区芝田一丁目１番35号

大阪新阪急ホテル ２階 星の間

（末尾記載の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １.第18期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）事業報告の内容、連結

計算書類の内容並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結

果報告の件

２.第18期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）計算書類の内容報告の

件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 取締役(監査等委員である取締役を除く。)５名選任の件

第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

◎ 株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に記載すべき事項を修正する必要が生じた場
合は、修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト（https://www.ebase.co.jp/）に掲載いた
しますのでご了承ください。
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(添付書類）
　

事 業 報 告
　

(2018年４月１日から2019年３月31日まで)

　

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度における世界経済は、米国政権の貿易政策による摩擦や中国経済の減速

などによる影響等から、先行き不透明な状況となりました。我が国経済は、企業収益や雇

用・所得環境の改善が続き、緩やかながらも回復基調を続けてまいりましたが、人手不足

による労働需要逼迫による人件費の上昇懸念や消費増税の影響など、先行きの不透明感は

払拭できないまま推移しました。当社グループの属する情報サービス分野におきまして

は、企業のIT投資は、企業収益の改善を受けて、システムの開発需要が高まり、全体とし

ては緩やかな増加傾向で推移しておりますが、価格競争は激しくなっております。

このような環境の下、当社グループは、パッケージソフトビジネスのeBASE事業と、IT

開発アウトソーシングビジネスのeBASE-PLUS事業で構成し事業活動をいたしました。

eBASE事業は、CMS（Content Management System）開発プラットフォーム「ミドルウェ

アeBASE」をコアコンピタンスとし、様々な商品情報を管理･運用できるパッケージソフト

ウェアを提供することにより、業界別に商品情報交換の全体最適化を目指しております。

なかでも食品業界、日雑業界、医薬業界、文具業界、家電業界、住宅業界、工具業界等向

けに統合商品情報データベースシステムとしてパッケージソリューションを継続的に開発

提供しております。この「ミドルウェアeBASE」を商品マスター管理システムだけでなく、

投資対効果の高い基幹系システムのマスターデータマネジメント（MDM:Master Data

Management）システムの開発基盤として幅広い用途での活用にも展開しております。

また、様々な顧客企業の個別ニーズに合わせカスタマイズされた統合商品情報データベ

ースシステムの開発販売を推進しております。更に、主要な業界別に製品画像や詳細な製

品スペック情報等の、リッチな製品情報をサプライヤー/バイヤー企業間で交換を行う、

商品データプールサービス「商材えびす」を開発提供しております。

eBASE-PLUS事業は、顧客企業ニーズに応えたシステム構築・開発・サポート等のIT開発

アウトソーシングビジネスを推進しております。

この結果、当連結会計年度における当社グループの業績は、売上高4,043,097千円（前

年同期比214,507千円増）、営業利益1,099,679千円（前年同期比141,550千円増）、経常利

益1,131,693千円（前年同期比153,999千円増）、親会社株主に帰属する当期純利益784,630

千円（前年同期比95,755千円増）となりました。
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各セグメントの業績は次のとおりです。

　

①eBASE事業

[食品業界向けビジネス]

食の安全情報交換の全体最適化を図りながら「FOODS eBASE」による商品情報交換の普

及促進に努めたことにより、新規の食品小売及び食品メーカーの受注が順調に推移しまし

た。また、改正された「食品表示法」の経過措置期間が終了する2020年3月末が迫り、食

品小売の総菜部門や食品メーカー向けに、品質表示管理システム「FOODS eBASE」の導入

企業が増加しました。企業間での食の安全情報交換の標準化、ユーザーニーズに対応した

汎用機能の提供、無料ユーザーの継続的増加等に努め、食品表示法対応低価格クラウド型

有償サービス「eBASEjr.cloud」をリリース、サービス開始と共に数社が利用を開始いた

しました。更に、原材料管理の目的で、複数の外食チェーン企業への導入も進みました。

商品データプールサービス「商材えびす」の食品業界向け、食の安全情報を含む加工食

品の商品情報の企業間流通クラウドサービス「食材えびす」の機能強化及び普及促進を行

い「食材えびすVer2.0」を開発及びリリースいたしました。商品情報交換の効率化を推進

するため、消費者向けセールスコピーや棚割画像データ等の交換可能項目を追加いたしま

した。また、食品小売向けに、「食材えびす」データを利用した、取引価格を含む商品マ

スターデータマネジメントシステム「eB-MDM」を開発し、食品小売や食品メーカーの既存

ユーザーへの導入を開始いたしました。

結果、売上高は、企業間における商品情報交換プラットフォームとしてのニーズが底堅

く継続したこと、食品小売を中心に深耕営業を推進し、非食系の「商材えびす」である

「日雑えびす」の追加導入も進み、前年同期比で増加となりました。

[日雑業界向けビジネス]

日雑業界等へeBASE活用提案に努め、日用品メーカーで統合商品DBの大型案件を受注し

ました。今年度より新たに、ドラッグストア向けに、医薬品情報データプールサービス

「OTCえびす／調剤えびす」と「日雑えびす」、「食材えびす」等の「商材えびす」と連携し

た商品マスターデータマネジメントシステムの先行開発をし、大手ドラッグストアへの

eBASE活用提案を推進、複数の大手ドラッグストアにて商品マスターデータマネジメント

システム「eB-MDM」を受注し、数件の来期検収案件が前倒しでの検収が確定しました。結

果、売上高は前年同期比で微増となりました。

[住宅業界向けビジネス]

大手ハウスメーカーを中心に「住宅えびす」と連動したeBASE活用提案を行うと共に、

統合商品情報管理システムの機能強化及び販促に努めました。更に、「住宅えびす」登録

商品をメンテナンス部材から主要部材への展開を開始いたしました。

結果、売上高は、大手ハウスメーカーで「住宅えびす」の運用が順調に開始され、他の

ハウスメーカーからも引き合いが増加したことにより、前年同期比で増加となりました。

これらの結果、eBASE事業の売上高は、1,823,438千円（前年同期比197,659千円増）、
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経常利益840,792千円（前年同期比137,033千円増）となりました。

②eBASE-PLUS事業

既存IT開発アウトソーシングビジネスにおいて、顧客ニーズの迅速な把握と対応による

案件獲得に注力しました。また、稼働工数増加のため新卒採用者を対象にインターンシッ

プを実施、専門的知識・経験を持ち即戦力となる中途採用も推進し人材の確保・育成にも

努めました。前年比で新卒人員採用によるコスト増並びに運用オペレータからシステムエ

ンジニア登用時における一過性の売上ロスに加え、退職により全体稼働工数が減少したも

のの、顧客との単価交渉を継続的に実施したことで、１人あたりの収益性はアップとなり

ました。サポートサービス部門としては、現場ローテーションを積極的に行い、継続して

個々のキャリアアップに努めました。具体的には、運用オペレータ要員を教育し、運用オ

ペレーションリーダーまたは運用SEへの登用を実現させ、運用以外にも、より付加価値の

高いインフラ構築技術者を目指し、技術教育を実施し積極的に登用しました。

開発部門では、若年層を中心にJava言語、楽々 Framework3等の技術スキルアップ教育を

推進しました。派遣現場にてチームで活動する組織体制の強化を目的に、会社方針、部門

方針を理解した中堅社員のリーダースキルアップにも注力しました。また、教育後の人材

育成のため、OJTが可能な顧客獲得に注力し、その結果、新卒採用者だけではなく、サポ

ートサービス要員からスキルチェンジした人材投入も実現できました。

これらの結果、eBASE-PLUS事業の売上高は、2,231,720千円（前年同期比22,374千円

増）、経常利益291,904千円（前年同期比17,969千円増）となりました。
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(2) 設備投資の状況

当社グループが当連結会計年度に実施しました設備投資は、eBASE事業の22,153千円で

あります。なお、設備投資金額には、eBASE事業の無形固定資産20,858千円を含んでおり

ます。

(3) 資金調達の状況

該当事項はありません。

(4) 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割

該当事項はありません。

(5) 他の会社の事業の譲受け

該当事項はありません。

(6) 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

該当事項はありません。

(7) 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分

該当事項はありません。
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(8) 対処すべき課題

当社グループの属する成長著しく競争環境も高まっているIT業界において、当社グルー

プのビジネスモデルを計画通り遂行し、新たなビジネスモデルへの変革を行いながら、更

なる成長を遂げていくには多くの課題を解決していく必要があります。

当社グループは、特に以下を重点課題として取り組んでまいります。

① 人材の育成

当社グループのeBASE事業は、パッケージソフトウェアとしての「eBASE」の販売にとど

まらず、商品情報交換プラットフォームとして「eBASE」をデファクト化することを前提

とした戦略モデルであり、このような当社グループのビジネスモデルやビジネス戦略を理

解した上で、ビジネス施策を立案・遂行できるセールスエンジニアの育成及び中長期戦略

に則った設計開発ができる人材育成が不可欠です。又、eBASE-PLUS事業では事業の競争力

を高め、事業拡大と高収益化を実現させる優秀な人材の確保と技術力の向上が重要な課題

となります。効果的な採用活動を継続して行うと共に、高度技術者の育成や折衝力を備え

たコアリーダーの育成をしていくことを課題と認識し、取り組んでまいります。

② 内部管理体制の強化

事業の飛躍的拡大と共に生じる業務量の増大・複雑化は、業務効率の低下だけでなく不

正やヒューマンエラーを発生させる可能性があります。これらを防ぐためには効率性、機

能性、柔軟性、健全性を継続できるような仕組みを構築していく必要があります。

「eBASE」は商品情報データベースとして、コンテンツマネージメント機能や承認管理機能

を有していますので、当社グループ自身が「eBASE」を使用し、総務経理管理・販売管

理・開発管理・営業活動管理に伴う業務に発生するあらゆるコンテンツを一元管理し、そ

れにより必要な情報を共有化し、かつ必要な承認決裁ワークフローのシステム化によって

ヒューマンエラーを防ぎつつ、効率化を図ることが可能であるものと考えております。

③ 食品業界(FOODS eBASE)向けビジネスモデルの推進

引き続き食の安全情報交換の全体最適化を図りながら、標準化と機能強化を継続し、利

便性向上による“食の安全情報”管理交換ソフトウェア「FOODS eBASE」のユーザー数拡

大戦略の更なる推進を行うと共に既存ユーザーに対しましては、「FOODS eBASE」のクロス

セル・アップセルを提案してまいります。又、商品データプールサービスである「食材え

びす」を小売企業へ普及、活用度の強化を推進すると共にメーカー利用の促進を課題と認

識し取り組んでまいります。

④ その他業界(GOODS eBASE)向けビジネスモデルの推進

業界別パッケージソフトを容易に開発してきたCMS（Content Management System）開発

プラットフォーム「ミドルウェアeBASE」を利用し、顧客別にカスタマイズした統合商品

情報管理システムの開発販売の継続推進、強化に取り組みます。特に特化した業界（日雑

業界、住宅業界、工具業界、文具業界、家電業界等）への攻略アプローチを継続すると共

にスマートフォン、タブレット端末の普及による市場ニーズが高まっているなか「ミドル

ウェアeBASE」の機能強化を継続し、業界別商品情報交換環境デファクト獲得の推進と共
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に、顧客別の統合商品情報管理システム受注促進に取り組んでまいります。

⑤ eBASEミドルウェアビジネスの展開

CMS（Content Management System）開発プラットフォーム「ミドルウェアeBASE」を利

用した受託開発案件の受注促進を推進し、その継続的機能強化を行うと共にパートナー企

業の開拓と既存顧客への深耕、基幹系サブシステムの事例獲得に努める等、基幹系システ

ム市場の創造を行ってまいります。開発面では、eBASEノンプログラミング開発環境及び

品質向上を実現するためのテストの自動化、ドキュメントの自動生成等の機能強化を継続

してまいります。

⑥ クラウドビジネスの推進

既存サポート事業や食品業界向け「FOODS eBASE」クラウドビジネスの小売企業への継

続的推進並びに無料eBASEjr.ユーザーが求める機能を、低価格で広く提供するクラウドサ

ービスを推進してまいります。又、商品データプールサービス「商材えびす」の食品業界

向け「食材えびす」に加え、日雑業界向け「日雑えびす」、住宅業界向け「住宅えびす」、

製薬・医薬業界向け「OTCえびす／調剤えびす」、家電業界向け「家電えびす」等のクラウ

ドビジネスの創出・リリースに取り組んでまいります。

⑦ Webソリューションビジネスの推進

Web企画制作開発コストの低減を行うため、「ミドルウェアeBASE」と連携したWebソリュ

ーション事業への転換を行ってまいります。又、既存顧客のシステム利用部門へeBASE環

境の開発・提供に取り組んでまいります。

⑧ IT開発アウトソーシングビジネスの推進

顧客ニーズの迅速な把握と対応による案件獲得と新規人材採用による稼働率向上と安定

の継続に努め、既存IT開発アウトソーシングビジネスの安定衰退モデルから低成長モデル

への転換策を継続して検討しております。又、新規ビジネス市場において、ソリューショ

ンの更なる拡充と、優良M&A案件の推進を行うことにより新たなビジネス分野を開拓して

まいります。これらを行うための体制の整備と強化を具体的に推進してまいります。
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(9) 財産及び損益の状況の推移

① 企業集団の財産及び損益の状況

期別

区分

第 15 期
2016年３月期

第 16 期
2017年３月期

第 17 期
2018年３月期

第 18 期
(当連結会計年度)
2019年３月期

売 上 高（千円) 3,567,475 3,580,210 3,828,590 4,043,097

経 常 利 益（千円) 689,619 815,782 977,694 1,131,693

親会社株主に帰属
する当期純利益

（千円) 474,829 566,978 688,874 784,630

１株当たり当期純利益(円) 20.88 24.91 30.14 34.18

総 資 産（千円) 2,762,206 3,258,024 3,944,675 4,573,949

純 資 産（千円) 2,417,458 2,907,038 3,520,549 4,082,363

１株当たり純資産(円) 105.49 126.38 152.76 177.07

(注)2017年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行い、2019年４月１日付で普通株式１株につ
き２株の割合で株式分割を行っております。第15期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり当
期純利益及び１株当たり純資産を算定しております。

② 当社の財産及び損益の状況

期別

区分

第 15 期
2016年３月期

第 16 期
2017年３月期

第 17 期
2018年３月期

第 18 期
(当事業年度)
2019年３月期

売 上 高（千円) 1,294,833 1,435,201 1,625,778 1,823,438

経 常 利 益（千円) 439,863 537,958 691,396 828,836

当 期 純 利 益（千円) 306,460 386,166 500,676 585,240

１株当たり当期純利益(円) 13.47 16.96 21.91 25.50

総 資 産（千円) 2,024,469 2,379,940 2,842,093 3,262,744

純 資 産（千円) 1,862,647 2,171,416 2,596,729 2,959,153

１株当たり純資産(円) 81.12 94.07 112.43 128.19

(注)2017年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行い、2019年４月１日付で普通株式１株につ
き２株の割合で株式分割を行っております。第15期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり当
期純利益及び１株当たり純資産を算定しております。
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(10) 重要な親会社及び子会社の状況

① 重要な親会社の状況
該当事項はありません。

　
② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 出資比率 主要な事業内容

eBASE-NeXT 株 式 会 社 31,350千円 100.00％ 「eBASE」のクラウドサービスの運用

eBASE-PLUS 株 式 会 社 90,000千円 100.00％
eBASE社や顧客企業からの受託開発、受託オペレーシ
ョン、受託サーバー保守等のIT開発アウトソーシン
グビジネス

　
③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

該当事項はありません。

(11) 主要な事業内容
当社グループは、eBASE事業、eBASE-PLUS事業の２事業を主要な事業としております。
「eBASE事業」は、パッケージソフトウェアの開発、販売及びCMS（Content Management
System）開発プラットフォーム「ミドルウェアeBASE」を利用し、顧客別にカスタマイズ
したコンテンツマネジメントソフトの開発販売、「eBASE」を使ったクラウドシステムの開
発販売やデータプールサービスの運用事業を行っております。更に、様々な顧客企業の個
別ニーズに合わせてカスタマイズされた統合商品情報データベースシステムの開発販売に
加え、主要な業界別に多くのバイヤー企業やサプライヤー企業が参加する、商品情報の企
業間流通クラウドサービス「商材えびす」の開発提供を推進しております。又、Webソリ
ューションビジネスとして、PCサイト、モバイルサイト等の構築、運用、企画制作やシス
テム開発等を行っております。
「eBASE-PLUS事業」は、eBASE社や顧客企業からの受託開発、受託オペレーション、受託
サーバー保守等のIT開発アウトソーシングビジネスを行っております。

　
(12) 主要な事業所

① 当社の主要な事業所
本 社：大阪府大阪市北区
東京支社：東京都中央区
香川開発センター：香川県高松市

　
② 重要な子会社の事業所

eBASE-NeXT株式会社
本 社：大阪府大阪市北区

eBASE-PLUS株式会社
本 社：大阪府大阪市北区
東京Office：東京都中央区
名古屋Office：愛知県名古屋市中区
九州Office：福岡県福岡市博多区
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(13) 従業員の状況
① 企業集団の従業員数

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減

438名 7名増

② 当社の従業員数

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

126名 9名増 38.1歳 6.6年

(14) 主要な借入先
該当事項はありません。

(15) その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項

① 発行可能株式総数 普通株式 32,000,000株

② 発行済株式の総数 11,791,200株(自己株式301,632株を含む)

③ 当期末株主数 2,123名

④ 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

常 包 浩 司 4,211,010株 36.65％

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505224 550,000株 4.79％

GOLDMAN. SACHS & CO. REG 505,120株 4.40％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 372,900株 3.25％

西 山 貴 司 345,000株 3.00％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 300,200株 2.61％

西 尾 浩 一 293,100株 2.55％

岩 田 貴 夫 270,712株 2.36％

常 包 和 子 266,400株 2.32％

窪 田 勝 康 264,600株 2.30％

(注)当社は、自己株式301,632株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。又、持株比率は自己株式
を控除して計算しております。

⑤ その他株式に関する重要な事項

当社は、2018年10月30日開催の取締役会決議において、2019年４月１日付けで普通株式
１株を２株に株式分割することを決議し、当社定款を変更いたしました。これにより、
発行可能株式総数は64,000,000株に発行済株式総数は23,582,400株となりました。な
お、資本金の変更はございません。
当該株式分割は、2019年４月１日を効力発生日としておりますので、本事項は株式分

割前の株式数を基準としております。
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３．会社の新株予約権等に関する事項

① 当社役員が保有する新株予約権等の状況

　 該当事項はありません。

　

② 当事業年度中に使用人等に対して交付した新株予約権等の状況

　 該当事項はありません。

　

③ その他新株予約権に関する重要な事項

該当事項はありません。

４．会社役員に関する事項

(1) 取締役の状況（2019年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 常 包 浩 司 ・eBASE-PLUS株式会社代表取締役社長

取 締 役 窪 田 勝 康
・執行役員CFO
・eBASE-PLUS株式会社取締役

取 締 役 西 山 貴 司
・執行役員大阪ソリューションB.U.管掌
・eBASE-PLUS株式会社監査役

取 締 役 岩 田 貴 夫 ・執行役員市場開発B.U.管掌

取 締 役 上 野 雅 彦 ・執行役員東京ソリューションB.U.管掌

取 締 役
( 監 査 等 委 員 ) 永 田 博 彦

取 締 役
( 監 査 等 委 員 ) 福 田 泰 弘

取 締 役
( 監 査 等 委 員 ) 高 森 浩 一

(注)1.監査等委員永田博彦氏、福田泰弘氏及び高森浩一氏は、会社法第２条第15号に定める「社外取締役」であり
　 ます。又、株式会社東京証券取引所に対し、社外取締役永田博彦氏、福田泰弘氏及び高森浩一氏を独立役員
　 として届け出ております。

2.当社の監査等委員会につきましては、以下のとおりです。
　 当社は、常勤の監査等委員を選任しておりません。監査等委員である取締役永田博彦氏は、監査等委員会の

監査・監督機能を強化するため、毎週開催される重要な会議に出席する他、取締役（監査等委員を除く）か
　 ら情報収集を行っております。

3.大塚勉氏は、2018年４月30日をもって取締役を辞任いたしました。
4.森田鎮光氏は、2018年６月25日開催の第17回定時株主総会終結の時をもって取締役（監査等委員）を辞任い
たしました。

(2) 責任限定契約の内容の概要

監査等委員永田博彦氏、福田泰弘氏及び高森浩一氏は当社と会社法第423条第１項の賠償

責任を限定する契約を会社法第427条第１項に基づき締結しており、当該契約に基づく賠

償責任限度額は、法令の規定する額であります。
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(3) 当事業年度に係る取締役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取締役(監査等委員を除く) 6名 105,601千円

取締役(監査等委員)
4名

（内3名社外取締役）
12,600千円

（11,700千円）

合 計 10名 118,201千円

(注)1.2015年６月22日開催の第14回定時株主総会において決議された役員報酬限度額は、取締役（監査等委員を除
く）総額年額120,000千円以内、取締役（監査等委員）総額年額15,000千円以内となっております。

2.上記には当事業年度中に退任した取締役（監査等委員を除く）1名及び2018年6月25日開催の第17回定時株主
総会終結のときをもって退任した取締役（監査等委員）1名を含んでおります。

(4) 社外役員に関する事項

① 重要な兼職先である他の法人等と当社との関係

該当事項はありません。

② 当事業年度における主な活動状況

取締役会等への出席状況及び発言状況

区 分 氏 名 出席状況及び発言状況

取締役（監査等委員） 永 田 博 彦
就任後に開催した当事業年度の取締役会10回のうちすべて、
監査等委員会10回のうちすべてに出席し、疑問点を明らかに
するために適宜質問し、意見を述べております。

取締役（監査等委員） 福 田 泰 弘
当事業年度開催の取締役会14回のうちすべて、監査等委員会
には14回のうちすべてに出席し、疑問点を明らかにするため
に適宜質問し、意見を述べております。

取締役（監査等委員） 高 森 浩 一
当事業年度開催の取締役会14回のうちすべて、監査等委員会
には14回のうちすべてに出席し、疑問点を明らかにするため
適宜質問し、意見を述べております。

(注) 株式会社東京証券取引所に対し、取締役（監査等委員）永田博彦氏、福田泰弘氏及び高森浩一氏を独立役
員として届け出ております。
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５．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

太陽有限責任監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額

　 15,200千円

② 当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

　 15,200千円
(注) 1. 当社監査等委員会は、会計監査人の報酬等について、取締役、社内関係部署及び会計監査人から必

要な資料を入手し、報告を受けた上で、会計監査人の従前の活動実績及び報酬実績を確認し、当事
業年度における会計監査人の活動計画及び報酬見積りの算出根拠の適正等について必要な検証を行
い、審議した結果、これらについて適切であると判断したため、会計監査人の報酬等の額につい
て、会社法第399条第１項の同意を行っております。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記金額にはこれらの合計額を
記載しております。

(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

会計監査人の解任につきましては、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定めるいず

れかの事由に該当した場合に、監査等委員会は監査等委員全員の同意により会計監査人を

解任します。又、会計監査人の再任の可否については、会計監査人の継続監査年数、職務

遂行の状況などを勘案し、監査等委員会において検討します。

その結果、不再任が妥当と判断した場合、監査等委員会は、会計監査人の不再任に関する

株主総会提出議案の内容を決定いたします。
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６．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正

を確保するための体制

(1) 取締役及び社員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他

業務の適正を確保する体制

[コーポレートガバナンス]

① 当社は、監査等委員会設置会社であり、社外取締役の経営参画により、業務執行に対す

る取締役の監督機能を強化するとともに、意思決定プロセスの適正性・透明性を確保し

ます。取締役会は、法令、定款及び取締役会規則その他の社内規則に則り、重要事項を

決定するとともに、取締役の職務の執行を監督します。

② 取締役は、取締役会の決定した役割に基づき、法令、定款、取締役会決議及び社内規程

に則り、担当職務を執行します。

③ 当社は、経営の意思決定及び監督と業務執行とを分離し、取締役会の監督機能強化と業

務執行責任における組織運営の効率化及び意思決定の迅速化を図るため、執行役員制度

を採用しております。執行役員は、取締役会の決定の下、取締役会及び代表取締役の委

任に基づき担当職務及び業務を執行します。

④ 当社は、「職務権限規程」を整備し、それに従って業務を行うことによって、業務の適

正化を確保するとともに、組織運営の効率化及び意思決定の迅速化を図っております。

[コンプライアンス]

① 当社は、経営理念に「貢献なくして利益なし 利益なくして継続なし 継続なくして貢

献なし」を掲げ、これを経営の指針としております。

② 当社は、取締役及び従業員が高い倫理観を持ち、法令及び定款を遵守するための指針と

して、「コンプライアンス規程」を定め、これをコンプライアンス体制の基盤としてお

ります。

③ 当社は、「コンプライアンス規程」に定める事項を遵守することにより、企業倫理意識

の向上及び浸透に努め、コンプライアンスがあらゆる企業活動の前提にあることを徹底

しております。

④ 当社は、法令違反、社内規程違反、重大な企業倫理違反に関する相談・通報窓口を設

け、コンプライアンス体制の整備・充実に努めます。

⑤ 当社は、部門の業務執行が、法令等に則って適正に行われていることを監査するととも

に、必要に応じて改善提案を行うため、各業務執行部門から独立した代表取締役社長直

轄の内部監査部門を設置し、当社及び子会社の内部監査を行います。

⑥ 当社は、反社会的勢力排除に関して、基本方針を定めるとともに「反社会的勢力対策規

程」において、弁護士や警察等と連携した組織的に対応する体制を規定しております。
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(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

① 文書管理規程に定める保管方法、保管場所、保存期間に従い、次に定める文書（電磁的

記録を含む）を保存しております。

ⅰ．株主総会議事録

ⅱ．取締役会議事録

ⅲ．重要な会議の議事録

ⅳ．予算統制に関するもの

ⅴ．会計帳簿、会計伝票に関するもの

ⅵ．官公庁及び証券取引所に提出した文書の写し

ⅶ．稟議書

ⅷ．契約書

ⅸ．その他文書管理規程に定める文書

② 取締役は、これらの文書を常時閲覧することができます。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① リスク管理規程により、当社グループのリスクカテゴリー毎の責任部署を定め、管理部

担当取締役を全社のリスク統括責任者として任命し、管理部において当社グループ全体

のリスクを網羅的・総括的に管理します。

② 内部監査部門が当社グループ各部門毎のリスク管理の状況を監査し、その結果を定期的

に管理部担当取締役及び取締役会に報告し、取締役会において改善策を審議・決定しま

す。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 取締役は全社的な目標を定め、各担当取締役はその目標達成のために各部門の具体的目

標及び権限を含めた効率的な達成方法を定めます。

② 情報システムを活用して取締役会が定期的に目標の進捗状況をレビューし、改善を促す

ことを内容とする、全社的な業務の効率化を実現するシステムを構築します。
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(5) 当会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

① 当社及びグループ各社における内部統制の構築を目指し、当社にグループ各社全体の内

部統制担当を設けるとともに、当社及びグループ各社間での内部統制に関する協議、情

報の共有化、指示・要請の伝達等が効率的に行われるシステムを含む体制を構築してい

ます。

② 当社取締役、及びグループ各社の社長は、各部門の業務の適正を確保する内部統制の確

立と運用の権限と責任を有します。

③ 当社の内部監査部門は、当社及びグループ各社の内部監査を実施し、その結果を取締

役、グループ各社の社長及び内部統制担当に報告し、内部統制担当は必要に応じて、内

部統制の改善策の指導、実施の支援・助言を行います。

(6) 監査等委員会の職務を補助すべき取締役又は社員に関する事項

① 当社は、監査等委員の職務を補助すべき取締役及び専任の社員を指定しておりません

が、監査等委員会は、その職務に必要な場合は、内部監査部門の要員による監査業務の

補助について、代表取締役と協議することとします。

② 監査等委員の職務を補助すべき取締役又は社員を置いた場合、当該取締役又は社員の人

事異動については監査等委員会の同意を要することとします。又、監査等委員会は当該

取締役又は社員に直接指示し、報告を受けることができることとし、その独立性、指示

の実効性を確保します。

(7) 監査等委員会への報告に関する体制

① 取締役及び社員が監査等委員会に報告するための体制

取締役及び社員は、監査等委員会から事業の報告を求められた場合は、速やかに報告す

るものとします。又、会社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実を発見したときは、

直ちに監査等委員会に報告するものとします。

② 子会社の取締役等及び社員又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査等委員会に

報告するための体制

子会社の取締役等及び社員又はこれらの者から報告を受けた者は、当社の監査等委員会

から事業の報告を求められた場合は、正当な理由があるときを除き、速やかに報告する

ものとします。

子会社の取締役等及び社員又はこれらの者から報告を受けた者は、正当な理由のあると

きを除き、当社の監査等委員会の求めに応じて、業務及び財産の状況の調査に協力する

ものとします。
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(8) 監査等委員会への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受け

ないことを確保するための体制

監査等委員会への報告を行った者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取り

扱いを禁止します。又、監査等委員へ報告を行った者及びその内容については、厳重な

情報管理体制を整備し、報告者が不利益な取り扱いを受けることを防止します。

(9) 監査等委員の職務の執行について生ずる費用の処理に係る方針に関する事項

当社は、監査等委員がその職務の執行について、当社に対し会社法第399条の2第4項に基

づく費用の前払等の請求をしたときは、当該費用又は債務が監査等委員の職務の執行に

必要でない場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理することとします。

(10)その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 監査等委員会は、当社の会計監査人、内部監査部門及び子会社の取締役等と、情報・意

見交換を行うための会合を定期的に開催し、緊密な連携を図ります。

② 監査等委員会は、取締役の職務遂行の監査及び監査体制の整備のため代表取締役と定期

的に会合を開催します。

③ 監査等委員会は、職務の遂行にあたり必要な場合には、弁護士又は公認会計士等の外部

専門家との連携を図ります。

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社は、上記の内部統制システムについて、取締役会において継続的に経営上の新たなリ

スクを検討し、必要に応じて社内の諸規程及び業務を見直し、その実効性を向上させており

ます。なお、職務及び業務の適正性を確保するための体制についての運用状況は以下のとお

りであります。

(1) 執行に対する取締役会の監督機能強化、及び社外取締役の経営参画によるプロセスの透

明性と効率性向上を目的に監査等委員会設置会社へ移行いたしております。

(2) 監査等委員は、監査計画に基づいて監査を実施するとともに、定時取締役会後に監査等

委員会を開催し、必要に応じて代表取締役社長、取締役等と監査内容についての意見交

換を実施いたしました。又、監査等委員は会計監査人と面談し、監査結果の報告を受け

るとともに、経営上の重要事項について意見交換を実施いたしました。

(3) リスク管理に対する取り組みとして、当社及び当社子会社の主要な損失の危険に関する

事項は、当社取締役会において所管部門の管理者から随時報告が行われております。
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７．剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、株主の皆様への配当政策を重要な経営課題として、安定的な配当の継続と利益還

元、企業基盤の強化、今後の事業の拡充を勘案し利益配当を行うことを基本方針としており

ます。中長期に株式保有してくださる株主の皆様のご期待にお応えするため、配当性向30％

の目標を維持する方針としております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2019年３月31日現在）

(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 3,035,710 流 動 負 債 491,586

現 金 及 び 預 金 2,010,322 買 掛 金 43,775

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 1,003,549 未 払 金 75,836

有 価 証 券 2,299 未 払 法 人 税 等 212,068

仕 掛 品 701 未 払 消 費 税 等 60,649

そ の 他 20,526 そ の 他 99,256

貸 倒 引 当 金 △1,688

固 定 資 産 1,538,239

有 形 固 定 資 産 17,377

建 物 6,120

車 両 運 搬 具 7,254 負 債 合 計 491,586

工 具、 器 具 及 び 備 品 4,002 純 資 産 の 部

無 形 固 定 資 産 54,898 株 主 資 本 4,076,045

の れ ん 675 資 本 金 190,349

ソ フ ト ウ エ ア 51,435 資 本 剰 余 金 204,462

そ の 他 2,788 利 益 剰 余 金 3,785,146

投 資 そ の 他 の 資 産 1,465,962 自 己 株 式 △103,911

投 資 有 価 証 券 1,392,202 その他の包括利益累計額 △7,107

差 入 保 証 金 34,756 その他有価証券評価差額金 △7,107

繰 延 税 金 資 産 20,489 新 株 予 約 権 13,425

そ の 他 19,389

貸 倒 引 当 金 △875 純 資 産 合 計 4,082,363

資 産 合 計 4,573,949 負債及び純資産合計 4,573,949

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（2018年４月１日から
2019年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 4,043,097

売 上 原 価 1,965,322

売 上 総 利 益 2,077,775

販売費及び一般管理費 978,096

営 業 利 益 1,099,679

営 業 外 収 益 33,522

営 業 外 費 用 1,507

経 常 利 益 1,131,693

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,131,693

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 349,445

法 人 税 等 調 整 額 △2,382 347,063

当 期 純 利 益 784,630

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 784,630

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（2018年４月１日から
2019年３月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株 主 資 本
合 計

当 期 首 残 高 190,349 187,433 3,236,471 △116,106 3,498,146

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △235,954 △235,954

親会社株主に帰属する当期純利益 784,630 784,630

自 己 株 式 の 処 分 17,028 12,194 29,223

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 - 17,028 548,675 12,194 577,898

当 期 末 残 高 190,349 204,462 3,785,146 △103,911 4,076,045

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他有価証券
評価差額金

その他の包括利
益累計額合計

当 期 首 残 高 1,344 1,344 21,058 3,520,549

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △235,954

親会社株主に帰属する当期純利益 784,630

自 己 株 式 の 処 分 29,223

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △8,451 △8,451 △7,632 △16,084

当 期 変 動 額 合 計 △8,451 △8,451 △7,632 561,814

当 期 末 残 高 △7,107 △7,107 13,425 4,082,363

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

1. 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

　 連結子会社の数 ２社

　 連結子会社の名称

　 eBASE-NeXT株式会社、eBASE-PLUS株式会社

2. 持分法の適用に関する事項

非連結子会社及び関連会社がないため、該当事項はありません。

3. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

1. 満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）を採用しております。

2. その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

なお、投資事業有限責任組合等への出資(金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされ

るもの) については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎

とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

② たな卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産の評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に

よっております。

仕掛品

個別法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物(建物附属設備) 15年

車両運搬具 ６年

工具、器具及び備品 ３～６年

また、2007年３月31日以前に取得した資産については、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５

年間で均等償却する方法によっております。
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② 無形固定資産

自社利用のソフトウェアにつきましては、社内における利用期間（５年）に基づく定額法によっており

ます。

(3) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(4) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

① 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

② のれんの償却方法及び償却期間

５年間で均等償却しております。

Ⅱ．表示方法の変更

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）に伴う、「会社法

施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号 平成30年３月26日）を当連結会計年度

から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示する方法に変更しております。

この結果、前連結会計年度において「流動資産」に区分しておりました「繰延税金資産」（前連結会計年度

12,318千円）は、当連結会計年度においては「投資その他の資産」の「繰延税金資産」20,489千円に含めて

表示しております。

Ⅲ．連結貸借対照表に関する注記

減価償却累計額の直接控除

有形固定資産の減価償却累計額 78,368千円

　
Ⅳ．連結株主資本等変動計算書に関する注記

1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項

当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 11,791,200株
　

2. 剰余金の配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額（円)

基 準 日 効力発生日

2018年６月25日
定時株主総会

普通株式 235,954 20.60
2018年
３月31日

2018年
６月26日

(注) 2018年６月25日定時株主総会決議による１株当たり配当額には、記念配当２円50銭を含んでおります。
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(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度末後となるもの

決 議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額（円)

基 準 日 効力発生日

2019年６月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 236,685 20.60
2019年
３月31日

2019年
６月25日

(注) 当社は、2019年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。上記の１株当
たり配当額は当該株式分割前の株式数を基準とした金額を記載しております。

3. 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的と
なる株式の種類及び数

普通株式 32,020 株

Ⅴ．金融商品に関する注記

1. 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用について、安全性の高い金融資産で運用し、投機的な取引は行わない方針と

しております。営業債権に係る顧客の信用リスクは、与信限度管理規程に沿ってリスクの低減を図って

おります。有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を

把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

2. 金融商品の時価等に関する事項

2019年３月31日（当期の決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。

　 （単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 2,010,322 2,010,322 -

(2) 受取手形及び売掛金 1,003,549

貸倒引当金（※） △1,688

受取手形及び売掛金(純額） 1,001,860 1,001,860 -

(3) 有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券 200,000 200,760 760

その他有価証券 687,175 687,175 -

資産計 3,899,357 3,900,117 760

（※）受取手形及び売掛金に対応する貸倒引当金を控除しております。

（注）1.金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資 産

(1)現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

(3)有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、取引金融機関から提示された価格によっております。
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2.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は、次のとおりであり「(3)有価証券及び投資有
価証券」には含めておりません。

・非上場株式(連結貸借対照表計上額 151,327千円)

・投資事業有限責任組合出資金(連結貸借対照表計上額 356,000千円)

上記金融商品は、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もることができないことから

時価の開示の対象としておりません。

Ⅵ．１株当たり情報に関する注記

1. １株当たり純資産額 177円 7銭

2. １株当たり当期純利益金額 34円 18銭

2019年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。
当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利
益金額を算定しております。

Ⅶ．重要な後発事象に関する注記

（株式分割及び定款一部変更）

当社は、2018年10月30日開催の取締役会の決議に基づき、株式分割及び定款の一部変更を行うことを決議し、

2019年４月１日付で株式分割及び定款の一部変更を行いました。

1. 株式分割

(1) 株式分割の目的

当社の2018年９月末の株主数が約２千名近くまで減少したことに伴い、株式分割により当社株式の流動性

を高め、株主数の増加を図ることを目的として実施いたしました。

(2) 株式分割の概要

① 株式分割の方法

2019年３月31日（日曜日）[当日は株主名簿管理人の休業日につき、実質的には2019年３月29日（金曜

日）]を基準日として、同日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する普通株式を、１株に

つき２株の割合をもって分割しております。

なお、本株式の分割に際しまして、資本金の額に変動はありません。

② 分割により増加した株式数

1. 株式分割前の発行済株式総数 11,791,200株

2. 今回の分割により増加する株式数 11,791,200株

3. 株式分割後の発行済株式総数 23,582,400株

4. 株式分割後の発行可能株式総数 64,000,000株

③ 分割の日程

1. 基準日公告日 2019年３月11日（月曜日）

2. 基準日 2019年３月31日（日曜日）

3. 効力発生日 2019年４月１日（月曜日）
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(3) １株当たり情報に及ぼす影響

これによる影響については、当該株式分割が当連結会計年度の期首に行われたと仮定して算出しており、

１株当たり情報に関する注記に記載しております。

2. 定款の一部変更

(1) 定款変更の理由

今回の株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づき、2019年４月１日をもって当社定款第６条

の発行可能株式総数を変更しました。

(2) 変更の内容（下線は変更部分）

変更前 変更後

（発行する株式の総数）

第６条 当会社の発行可能株式総数は、

32,000,000株とする。

（発行する株式の総数）

第６条 当会社の発行可能株式総数は、

64,000,000株とする。

(3) 変更の日程

1. 取締役会決議日 2018年10月30日（火曜日）

2. 効力発生日 2019年４月１日（月曜日）
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貸 借 対 照 表
（2019年３月31日現在）

(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 2,008,286 流 動 負 債 303,590

現 金 及 び 預 金 1,247,843 買 掛 金 15,078

売 掛 金 734,329 未 払 金 28,082

有 価 証 券 2,299 未 払 法 人 税 等 160,036

仕 掛 品 701 未 払 消 費 税 等 35,092

前 払 費 用 6,039 前 受 金 15,137

そ の 他 18,761 預 り 金 29,524

貸 倒 引 当 金 △1,688 前 受 収 益 19,761

固 定 資 産 1,254,458 そ の 他 877

有 形 固 定 資 産 11,650

建 物 1,687 負 債 合 計 303,590

車 両 運 搬 具 7,254 純 資 産 の 部

工 具、 器 具 及 び 備 品 2,709 株 主 資 本 2,952,836

無 形 固 定 資 産 55,227 資 本 金 190,349

ソ フ ト ウ エ ア 52,439 資 本 剰 余 金 204,462

そ の 他 2,788 資 本 準 備 金 162,849

投 資 そ の 他 の 資 産 1,187,580 そ の 他 資 本 剰 余 金 41,613

投 資 有 価 証 券 1,008,222 利 益 剰 余 金 2,661,937

関 係 会 社 株 式 115,084 そ の 他 利 益 剰 余 金 2,661,937

差 入 保 証 金 29,249 繰 越 利 益 剰 余 金 2,661,937

会 員 権 2,450 自 己 株 式 △103,911

繰 延 税 金 資 産 16,509 評価・換算差額等 △7,107

そ の 他 16,939 その他有価証券評価差額金 △7,107

貸 倒 引 当 金 △875 新 株 予 約 権 13,425

純 資 産 合 計 2,959,153

資 産 合 計 3,262,744 負債及び純資産合計 3,262,744

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

― 28 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷） 2019年05月22日 16時03分 $FOLDER; 28ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



損 益 計 算 書

（2018年４月１日から
2019年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 1,823,438

売 上 原 価 281,706

売 上 総 利 益 1,541,732

販売費及び一般管理費 805,705

営 業 利 益 736,026

営 業 外 収 益 94,317

営 業 外 費 用 1,507

経 常 利 益 828,836

税 引 前 当 期 純 利 益 828,836

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 245,416

法 人 税 等 調 整 額 △1,820 243,596

当 期 純 利 益 585,240

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（2018年４月１日から
2019年３月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株 主 資 本
合 計資本準備金

その他
資本剰余金

そ の 他
利 益 剰 余 金

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 190,349 162,849 24,584 2,312,651 △116,106 2,574,327

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △235,954 △235,954

当 期 純 利 益 585,240 585,240

自 己 株 式 の 処 分 17,028 12,194 29,223

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 - - 17,028 349,285 12,194 378,509

当 期 末 残 高 190,349 162,849 41,613 2,661,937 △103,911 2,952,836

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

当 期 首 残 高 1,344 1,344 21,058 2,596,729

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △235,954

当 期 純 利 益 585,240

自 己 株 式 の 処 分 29,223

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △8,451 △8,451 △7,632 △16,084

当 期 変 動 額 合 計 △8,451 △8,451 △7,632 362,424

当 期 末 残 高 △7,107 △7,107 13,425 2,959,153

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（重要な会計方針に係る事項）

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）を採用しております。

② 子会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

③ その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

なお、投資事業有限責任組合等への出資(金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされる

もの) については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、

持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産の評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に

よっております。

仕掛品

個別法

2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物(建物附属設備) 15年

車両運搬具 ６年

工具、器具及び備品 ３～６年

また、2007年３月31日以前に取得した資産については、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５

年間で均等償却する方法によっております。

(2) 無形固定資産

自社利用のソフトウェアにつきましては、社内における利用期間（５年）に基づく定額法によっており

ます。
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3. 引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

4. 収益及び費用の計上基準

受注制作のソフトウェアに係る収益の計上基準

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる受注契約については工事進行基準（工

事進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の受注契約については検収基準を適用しております。

5. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

Ⅱ．表示方法の変更

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）に伴う、「会社法

施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号 平成30年３月26日）を当事業年度から

適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示する方法に変更しております。

この結果、前事業年度において「流動資産」に区分しておりました「繰延税金資産」（前事業年度7,704千

円）は、当事業年度においては「投資その他の資産」の「繰延税金資産」16,509千円に含めて表示しており

ます。

Ⅲ．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 67,239千円

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　 関係会社に対する金銭債権 8,059千円

　 関係会社に対する金銭債務 3,910千円

　

Ⅳ．損益計算書に関する注記

関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額

営業取引 30,723千円

営業取引以外の取引 69,456千円

　

Ⅴ．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の数

普通株式 301,632株
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Ⅵ．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別内訳

(繰延税金資産)

未払事業税 8,752千円

未払事業所税 347千円

貸倒引当金 784千円

減価償却費 1,327千円

投資有価証券評価損 305千円

関係会社株式評価損 1,403千円

その他有価証券評価差額金 3,130千円

その他 457千円

繰延税金資産合計 16,509千円

Ⅶ．関連当事者との取引に関する注記

（単位：千円）
属性 会社等の名称 議決権等の

所有割合

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額

（注2）

科目 期末残高

（注2）

子会社 eBASE-PLUS㈱ 所有 事務の受託 事務の受託（注1） 68,616 未収入金 6,175

直接 役員の兼任

100％

・取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）1.受取事務手数料については、子会社の人員規模等を参考に決定しております。

2.上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　

Ⅷ．１株当たり情報に関する注記

1. １株当たり純資産額 128円 19銭

2. １株当たり当期純利益金額 25円 50銭

2019年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金

額を算定しております。
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Ⅸ．重要な後発事象に関する注記

（株式分割及び定款一部変更）

当社は、2018年10月30日開催の取締役会の決議に基づき、株式分割及び定款の一部変更を行うことを決議し、

2019年４月１日付で株式分割及び定款の一部変更を行いました。

1. 株式分割

(1) 株式分割の目的

当社の2018年９月末の株主数が約２千名近くまで減少したことに伴い、株式分割により当社株式の流動性

を高め、株主数の増加を図ることを目的として実施いたしました。

(2) 株式分割の概要

① 株式分割の方法

2019年３月31日（日曜日）[当日は株主名簿管理人の休業日につき、実質的には2019年３月29日（金曜

日）]を基準日として、同日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する普通株式を、１株に

つき２株の割合をもって分割しております。

なお、本株式の分割に際しまして、資本金の額に変動はありません。

② 分割により増加した株式数

1. 株式分割前の発行済株式総数 11,791,200株

2. 今回の分割により増加する株式数 11,791,200株

3. 株式分割後の発行済株式総数 23,582,400株

4. 株式分割後の発行可能株式総数 64,000,000株

③ 分割の日程

1. 基準日公告日 2019年３月11日（月曜日）

2. 基準日 2019年３月31日（日曜日）

3. 効力発生日 2019年４月１日（月曜日）

(3) １株当たり情報に及ぼす影響

これによる影響については、当該株式分割が当事業年度の期首に行われたと仮定して算出しており、１株

当たり情報に関する注記に記載しております。

2. 定款の一部変更

(1) 定款変更の理由

今回の株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づき、2019年４月１日をもって当社定款第６条

の発行可能株式総数を変更しました。

(2) 変更の内容（下線は変更部分）

変更前 変更後

（発行する株式の総数）

第６条 当会社の発行可能株式総数は、

32,000,000株とする。

（発行する株式の総数）

第６条 当会社の発行可能株式総数は、

64,000,000株とする。

(3) 変更の日程

1. 取締役会決議日 2018年10月30日（火曜日）

2. 効力発生日 2019年４月１日（月曜日）
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書

2019年５月15日

eBASE株式会社

取締役会 御中

太陽有限責任監査法人
指定有限責任社員

公認会計士 森 内 茂 之 ㊞
業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員
公認会計士 児 玉 秀 康 ㊞

業 務 執 行 社 員

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ｅＢＡＳＥ株式会社の2018年４月１日から2019年３月31日ま

での連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連

結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明す

ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査

計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適

用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内

部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

ｅＢＡＳＥ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書

2019年５月15日

eBASE株式会社

取締役会 御中

太陽有限責任監査法人
指定有限責任社員

公認会計士 森 内 茂 之 ㊞
業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員
公認会計士 児 玉 秀 康 ㊞

業 務 執 行 社 員

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ｅＢＡＳＥ株式会社の2018年４月１日から2019年３月

31日までの第18期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表

並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明

細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附

属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対す

る意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監

査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合

理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され

る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリ

スクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは

ないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及び

その附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及

びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示

を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書謄本

監査報告書

当監査等委員会は、2018年４月１日から2019年３月31日までの第18期事業年度における取締役の職務の執行

について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１ 監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容

並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその

構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、

下記の方法で監査を実施しました。

①監査等委員会が定めた監査等委員会監査基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部

統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報

告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務

及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及

び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、

会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計

監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲

げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備して

いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２ 監査の結果

(1)事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ

ん。

③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システ

ムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ

ん。

(2)計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3)連結計算書類の監査結果

会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2019年５月20日

ｅＢＡＳＥ株式会社 監査等委員会

監査等委員 永 田 博 彦 ㊞

監査等委員 福 田 泰 弘 ㊞

監査等委員 高 森 浩 一 ㊞

(注)監査等委員永田博彦、福田泰弘及び高森浩一は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外

取締役であります。

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金処分の件

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当金に関する事項

第18期の期末配当金につきましては、安定的な配当の継続と当期業績等を勘案いたしま

して、親会社株主に帰属する当期純利益ベースでの配当性向 30％の目標を維持する方

針に則り、以下のとおりといたしたいと存じます。

(1) 配当財産の種類

金銭といたします。

(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき普通配当 金20円60銭

　 総額 236,685,101円

(3) 剰余金の配当が効力を生ずる日

2019年６月25日
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

現在の取締役（監査等委員である取締役を除く。）全員（５名）は、本総会終結の時をも

って任期満了となりますので、あらためて取締役５名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案につきましては監査等委員会から審議の結果相当である旨の意見表明を受けて

おります。

取締役候補者は次のとおりであります。

候補者

番 号

氏 名

(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び

重要な兼職の状況

所有する

当 社 の

株式の数

１
常
つねかね

包 浩司
こ う じ

(1957年３月20日生)

2001年10月 当社創業

代表取締役社長（現任）

4,211,010株

2010年11月 eBASE-PLUS株式会社

代表取締役社長（現任）

選任の理由

当社グループの創業者であり、これまで当社

グループの経営を担っており、強いリーダー

シップでグループ全体を牽引してきた実績を

踏まえ、持続的な企業価値向上の実現のため

に適切な人材と判断し、引き続き取締役とし

ての選任をお願いするものであります。

２
窪
く ぼ た

田 勝康
かつやす

(1962年10月28日生)

2005年６月 当社入社

264,600株

2005年９月 当社取締役

2007年４月 当社取締役執行役員CFO（現任）

2010年11月 eBASE-PLUS株式会社

取締役(現任)

選任の理由

これまで当社CFO及び管理部担当として経理

部門、人事、総務、法務部門を担当し、当社

の適法・適切な運営に寄与されてきた実績を

踏まえ、持続的な企業価値向上の実現のため

に適切な人材と判断し、引き続き取締役とし

ての選任をお願いするものであります。
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候補者

番 号

氏 名

(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び

重要な兼職の状況

所有する

当 社 の

株式の数

３
西
にしやま

山 貴司
た か し

(1966年７月３日生)

2001年10月 当社取締役

345,000株

2007年４月 当社取締役執行役員

2013年４月 当社取締役執行役員

大阪ソリューションB.U.管掌(現任)

2018年６月 eBASE-PLUS株式会社

監査役（現任）

選任の理由

これまで大阪を中心とする西日本地区の営業

拡販を行うとともに、日雑業界や住宅業界で

の商材えびす普及を推進、GOODS eBASEの拡

販をしてきた実績を踏まえ、持続的な企業価

値向上のために適切な人材と判断し、引き続

き取締役としての選任をお願いするものであ

ります。

４
岩
い わ た

田 貴夫
た か お

(1967年６月23日生)

2003年11月 当社入社

270,712株

2004年６月 当社取締役

2007年４月 当社取締役執行役員

2013年４月 当社取締役執行役員

市場開発B.U.管掌（現任）

選任の理由

これまで市場開発として新規顧客の開拓を行

うとともに、食品業界での商材えびす普及を

推進、FOODS eBASEの拡販を担当してきた実

績を踏まえ、持続的な企業価値向上のために

必要な人材と判断し、引き続き取締役として

の選任をお願いするものであります。

５
上
う え の

野 雅彦
まさひこ

(1969年１月28日生)

2007年４月 当社入社

11,000株

2008年10月 当社執行役員

2018年６月 当社取締役執行役員

東京ソリューションB.U.管掌（現任）

選任の理由

これまで東京を中心とする東日本地区の営業

拡販を行うとともに、大手顧客への拡販とデ

ファクト化を推進してきた実績を踏まえ、持

続的な企業価値向上のために適切な人材と判

断し、引き続き取締役としての選任をお願い

するものであります。

(注) 各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
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第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

現在の監査等委員である取締役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となり

ますので、あらためて監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものであります。な

お、本議案につきましては、あらかじめ監査等委員会の同意を得ております。

監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。

候補者

番 号

氏 名

(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び

重要な兼職の状況

所有する

当 社 の

株式の数

１
永
な が た

田 博彦
ひろひこ

(1956年10月28日生)

1979年４月 ナショナル住宅建材株式会社入社

1,000株

(1982年８月 ナショナル住宅産業株式会社へ社名変更)

(2002年10月 パナホーム株式会社へ社名変更)

2003年10月 同社リフォーム事業部長

2006年６月 同社執行役員リフォーム事業担当

2017年４月 同社特別顧問渉外担当

(2018年４月

2018年４月

パナソニック ホームズ株式会社へ社名変更)

同社顧問（現任）

2018年６月 当社取締役監査等委員（現任）

選任の理由

執行役員としてハウスメーカーの経営に関与

し培われた知識・経験を有しておられること

から、取締役の職務の執行及び業務の適正性

を監査するために適切な人材と判断し、引き

続き監査等委員である取締役としての選任を

お願いするものであります。

２
福
ふ く だ

田 泰弘
やすひろ

(1935年７月27日生)

1959年４月 凸版印刷株式会社入社

171,700株

1990年６月 同社取締役

1993年６月 同社常務取締役関西支社長

1995年４月 同社常務取締役社長付

トッパン・ムーア株式会社顧問

1995年６月 トッパン・ムーア株式会社代表取締役社長

(1997年４月 トッパン・フォームズ株式会社に社名変更)

2004年６月 同社代表取締役会長

2007年６月 同社取締役会長

2008年６月 同社相談役

2008年６月 当社監査役

2015年６月 当社取締役監査等委員（現任）

選任の理由

代表取締役として培われた豊富な知識・経験

等を有しておられることから、取締役の職務

の執行及び業務の適正性を監査するために適

切な人材と判断し、引き続き監査等委員であ

る取締役としての選任をお願いするものであ

ります。
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候補者

番 号

氏 名

(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び

重要な兼職の状況

所有する

当 社 の

株式の数

３
高
たかもり

森 浩一
こういち

(1947年２月20日生)

1970年４月 シャープ株式会社入社

40,100株

1992年４月 同社情報通信営業本部第二営業部長

2001年１月 同社国内情報通信営業本部本部長

2005年６月 同社取締役 国内情報通信営業本部本部長

2007年４月 同社常務取締役 国内情報通信営業本部本部

長

2008年４月 同社常務執行役員 国内情報通信営業本部本

部長

2009年４月 同社顧問

2011年６月 当社監査役

2012年12月 株式会社高森戦略研究所

代表取締役（現任）

2015年６月 当社取締役監査等委員（現任）

選任の理由

取締役として培われた豊富な知識・経験等を

有しておられることから、取締役の職務の執

行及び業務の適正性を監査するために適切な

人材と判断し、引き続き監査等委員である取

締役としての選任をお願いするものでありま

す。

(注) 1.各監査等委員である取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2.永田博彦、福田泰弘及び高森浩一の各氏は社外取締役候補者であります。
3.福田泰弘、高森浩一の両氏は、現在、当社の監査等委員である社外取締役でありますが、その在任期間
は本総会終結の時をもって４年となります。また、永田博彦氏の当社の監査等委員である社外取締役の
在任期間は、本総会終結の時をもって１年となります。

4.永田博彦、福田泰弘及び高森浩一の各氏を独立役員として、株式会社東京証券取引所に対し届け出てお
ります。本議案が承認可決され社外取締役として就任した場合、引き続き独立役員となる予定です。

5.当社は、永田博彦、福田泰弘、高森浩一の各氏との間で会社法第427条第1項に基づく責任限定契約を締
結しております。当該契約に基づく監査等委員である取締役の責任の限度額は、会社法第425条第1項に
定める最低責任限度額となります。当社は、本定時株主総会において、各氏が再任された場合、各氏と
の間で当該契約を継続する予定であります。

以 上
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